（様式第１号の２）

事　業　計　画　書

	事業者
の区分
	□中小企業者
	□小規模企業者

	中小企業
のみ記載
	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	業種
	
	従業員数
	　　　　　　　名

	補助事業の区分
	下記Ａ又はＢの該当するものにチェック
※Ａは複数選択可、複数選択した場合は主たるものを下段に記入

	
	Ａ　□販路開拓・売上向上　□新商品開発　□環境改善　□働き方改革・人材育成

	
	上記のうち主たる事業区分（　　　　　　　　　　　　　）

	
	Ｂ　□デジタル革命推進　※Ａの区分との組合せ不可

	現状の課題
	(※新型コロナウイルス感染症による影響を含め記載)

	事業内容
・効果
	(※取り組む内容を事業区分ごとに具体的に記載)

	事業目標
(該当項目は全て記載)
	1 EC(ネット販売)件数・売上増加額
（　　　　　　　件　　　　　　　　円）

2 ﾃｲｸｱｳﾄ・ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ件数・売上増加額

（　　　　　　　件　　　　　　　　円）

3 来客数（人／月）
（コロナ前　　　　名、現状　　　　名、事業後　　　　名）

4 受注件数・売上増加額
（　　　　　　　件　　　　　　　　円）⑤ 商談件数

（　　　　　件(うち成立　　　　　件)、

成立額　　　　　　　　　　 　　　円）
6 新商品開発件数・売上増加額

（　　　　　　件　　　 　　　　　　円）
	7 テレワーク実施件数　（　　　　人日）
8 ビデオ会議実施件数　（　　　　人日）
9 IoT・AI導入事業所数 （　　　　か所）
10 新規雇用状況　　　　（　　　　　名）
11 非接触型ビジネス件数・売上増加額
（　　　　　　　件　　　　　　　　　円）
12 VR・AR活用件数（　　　　　　　件）
13 ビッグデータ活用件数（　　　　　件）
14 オンライン商談件数
（　　　　　件(うち成立　　　　　件)、

成立額　　　　　　　　　　　 　 　円）
15 その他(生産性の向上等)

	実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	実施
スケジュール
(具体的に記載)
	（※令和３年２月５日までに実績報告を提出する必要があります。事業及び支払の完了はそれ以前としてください。）


※　記入欄は、適宜拡張してください。

※　補足説明など、適宜資料を添付してください。
第２弾





・この補助金は、国や県等の他の補助金も活用し、補助金の二重交付となる場合は活用できません。当機構が実施する「とやま中小企業チャレンジファンド助成事業」の各助成事業及び県が別に実施する「『食事提供施設』新型コロナウイルス感染防止緊急対策事業費助成金」については、補助対象となる施設整備等が同一でなければ同時に活用できます。（詳しくは募集要領をご確認のうえ申請時にご相談ください。）


・国の緊急事態宣言の発令日である４月７日以降に実施している事業の経費が補助対象となります。








